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１ はじめに 

現在、全国的に急速な勢いで人口減少が進んでいます。国の人口動態統計では令和６年の

出生数は 70万人を割り込み過去最小となり、少子化により、子ども達の学びの場である学校

の小規模化や教育環境のあり方への影響が懸念されます。 

本市においても、令和６年（2024年）の出生数は 100人強と依然として減少傾向であり、

児童生徒数の減少に歯止めがかからず、郡部・市街地ともに学校の小規模化が進行していま

す。 

こうしたなか、学校教育においては少人数学級の運営とＩＣＴ※1・ＡＩ※2 技術を用いた個

別最適化な学びが進化しつつあり、義務教育をはじめとする各種学校においては少人数学級

における学習成果が評価されています。しかし、児童生徒が一定規模の集団の中で、実際に

集団生活を行いながら、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通

じて、思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身に付ける

ことも重要であり、学校の一定規模の確保が課題になっています。 

 

一方で、学校は子どもの教育の場であるだけでなく、地域コミュニティの中心として、世

代間交流・防災・文化の拠点、そして地域活性化の原動力という重要な役割も担っており、

各地域の実情と全市的な状況を考慮しながら、小規模校として特色的な教育を展開すること

が有用な場合も考えられます。 

そのため、学校の適正配置や規模の適正化は、あくまでも児童生徒の学習環境をはじめと

する教育条件の維持や改善の観点を中心に据え、学校教育の目的や目標をより良く実現する

ために行うことを前提に、地域の実情を勘案しながら判断していかなければなりません。 

 

また、国においては、令和７年（2025年）３月から次期学習指導要領を見据え、少子化や

人口減少を踏まえた個別最適な学びと協働的な学びの一体的実現を掲げる「令和の日本型学

校教育」の推進のために必要となる学校の適正規模・適正配置について調査研究が進められ

ています。 

 

 本市においては、これまで平成 20年度（2008年度）に策定した学校再編方針に基づき、一

定の学校再編が進んできましたが、現下の状況を鑑みて、改めて再考する時期であることか

ら、国の動向や本市を取り巻く状況を踏まえながら、本市の未来を担う子ども達に最良の教

育を提供するための環境や学習効果を最大化できる学校配置を目指し、新たな方針を策定す

ることとしました。 

 

※1 ＩＣＴ（information and communication technology） 

情報通信技術。教育場面においては、電子教材を活用した授業の実践やコンピュータによる情報管理などが考えられる。 

１人１台端末や高速通信環境を整備し活用することにより、児童生徒の学習への興味・関心を高め、分かりやすい授業を実践

する上で効果的である。 

※2 ＡＩ（artificial intelligence） 

人間の認知、推論及び判断に係る知的な能力を代替する機能を実現するための技術やプログラム。既存情報を大量に学習し、

それらを基 に計算原理に従って有用性の高い出力をすることが可能であり、教育分野においても様々な利活用が考えられる。 
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２ 統廃合の歴史 

我が国の学校制度は、明治・大正期の教育所や尋常小学校の開設に始まり、戦後の学制改

革で統合・新設が進み、本市においても農地の開拓や水産業の発展ととともに人口が増加し、

学校数は昭和中期にピークを迎えました。 

その後、いわゆる第二次ベビーブーム（凡そ昭和 46年（1971年）から昭和 49年（1974年））

世代が就学期を迎えた頃には、児童生徒数の増加により、市街地の大規模校においても校舎

が狭小となり、昭和 47年（1972年）には稚内港小学校が開校、昭和 51年（1976年）には稚

内東小学校の分校として潮見が丘小学校が開校し、昭和 58 年（1983 年）には潮見が丘中学

校が開校しています。 

その後、児童生徒数は減少に転じ、平成 14年（2002年）には、更喜苫内小学校が潮見が丘

小学校への統合により閉校、また沼川地域の小学校７校、中学校５校が統合され天北小中学

校が新設されました。 

 

以降、市内全域において児童生徒数の減少傾向が続き、平成 18 年（2006 年）から平成 20

年代（2008～2017年）には市街地から離れた、酪農業、漁業などの第一次産業地帯における

担い手不足を背景として、東浦・抜海・勇知地区などで統廃合が進み、近年では、令和５年

度末（2023年度末）をもって増幌小中学校が閉校になっています。 

 

令和７年度（2025年度）現在の学校数は、９小学校、５中学校、１小中併置校となってい

ますが、児童生徒数の減少が続き、新入学生がいない年が生じる学校も出てきています。 

 

小規模校では、きめ細やかな指導や家庭的な雰囲気でのびのびと学べる良さや、少人数指

導による習熟度の向上が見込まれる一方、多様な考えや意見に触れ、学び合う機会も少なく、

人間関係も固定化するなど集団活動を通した成長が図りにくいことが指摘されています。 

児童生徒数の減少による学級数減に伴い、配置される教員も減っており、特に中学校にお

いてはやむを得ず複数教科において免許外教科担任制度※3を活用した対応や、他校からの巡

回指導に頼らざるを得ない学校も出てきています。 

 

こうした状況を踏まえると、今後、中長期的な視点で学校規模の適正化を図ることは、児

童生徒の健全な成長を促すうえで必要であり、本市の広域性も考慮した学校の適正配置が求

められます。 

 

※3 免許外教科担任制度 

中学校、高等学校等において、特定の教科の免許状を保有する教師が採用できない場合の例外として、１年以内の期間に限

り、都道府県教育委員会の許可により、当該教科の免許状を有しない教師が当該教科を担任する制度。 
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市立学校統廃合の経過 
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昭和30 東浦小中学校

昭和42 宗谷中学校
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昭和44 更喜苫内小

富磯小学校

大正6 増幌小中学校

昭和44 稚内東中学校

昭和44 声問小学校

昭和24 曲渕小中学校
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３ 学校数と児童生徒数の推移 

本市の児童生徒数は、この 20年の間に約６割にまで減少しており、郡部の小中併置校６

校が閉校となりました。閉校に当たっては、保護者や地域と状況を共有し協議を重ねた上

で、隣接する学校への統合を進めてきました。 

かつて、人口増加のために新設された稚内東中学校区や潮見が丘中学校区においても、児

童生徒数の減少が進んでおり、１学年１学級となるケースも見られます。 

 

 

 

※ 小学校、中学校ともに各年度５月 1 日付けの人数 

 

12 校 
1,159 人 

16 校 
2,032 人 

6 校 
671 人 

10 校 
1,192 人 
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令和７年度（2025年度）現在と 20年前の児童生徒数を、中学校区毎に比較すると、全て

の地域で減少しており、約 8％の減少に留まっている宗谷中学校区を除き、他の中学校区で

はいずれも 30％以上の大幅な減少となっており、本市全体では 20年前と比較して、1,365

人、率にして約 42.8％減少しています。 

  

 

  

 

  

 

※ 円の大きさは児童生徒数に比例しています 

稚内南中学校区

平成18年度（2006）
小学生641人
中学生375人
合計1,016人

令和7年度（2025）
小学生397人
中学生159人
合計 556人

▲423人
▲45.3%

稚内中学校区

平成18年度（2006）
小学生369人
中学生173人
合計 542人

令和7年度（2025）
小学生144人
中学生 95人
合計 239人

▲303人
▲55.9%
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４ 将来の児童生徒数見込み 

 令和 13 年度（2031 年度）までの児童生徒数の推計によれば、宗谷中学校区を除く全ての

学校区において、一貫した減少傾向が続くものと予測されています。令和７年度との比較で

は、校区によって約 20％から 40％程度の減少、市全体では約 25％の減少が見込まれます。 

 

（令和 7 年（2025 年）7 月 年齢別人口より） 

稚内中学校区 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

稚内中央小学校 144 130 129 115 108 90 81

稚内中学校 95 94 80 77 65 70 67

合計 239 224 209 192 173 160 148

増減 － ▲ 15 ▲ 15 ▲ 17 ▲ 19 ▲ 13 ▲ 12

割合　対R7 － 93.7 87.4 80.3 72.4 66.9 61.9

稚内南中学校区 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

稚内南小学校 342 330 316 300 268 266 250

稚内港小学校 55 54 49 46 46 41 43

稚内南中学校 196 198 211 218 224 195 179

合計 593 582 576 564 538 502 472

増減 － ▲ 11 ▲ 6 ▲ 12 ▲ 26 ▲ 36 ▲ 30

割合　対R7 － 98.1 97.1 95.1 90.7 84.7 79.6

稚内東中学校区 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

稚内東小学校 292 279 249 238 228 212 202

声問小学校 7 13 14 14 15 18 19

稚内東中学校 171 173 182 165 158 143 134

合計 470 465 445 417 401 373 355

増減 － ▲ 5 ▲ 20 ▲ 28 ▲ 16 ▲ 28 ▲ 18

割合　対R7 － 98.9 94.7 88.7 85.3 79.4 75.5

潮見が丘中学校区 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

潮見が丘小学校 238 231 207 207 204 192 179

潮見が丘中学校 168 154 147 131 119 103 107

合計 406 385 354 338 323 295 286

増減 － ▲ 21 ▲ 31 ▲ 16 ▲ 15 ▲ 28 ▲ 9

割合　対R7 － 98.9 94.7 88.7 85.3 79.4 75.5

宗谷中学校区 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

大岬小学校 57 56 55 56 54 47 49

宗谷小学校 17 14 15 17 15 12 11

富磯小学校 14 11 15 19 19 20 18

宗谷中学校 28 42 41 47 36 46 41

合計 116 123 126 139 124 125 119

増減 － 7 3 13 ▲ 15 1 ▲ 6

割合　対R7 － 106.0 108.6 119.8 106.9 107.8 102.6

天北中学校区 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

天北小学校 26 24 24 24 18 13 11

天北中学校 13 11 10 9 12 16 17

合計 39 35 34 33 30 29 28

増減 － ▲ 4 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 3 ▲ 1 ▲ 1

割合　対R7 － 89.7 87.2 84.6 76.9 74.4 71.8

稚内市全体 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13

小学校 1,192 1,142 1,073 1,036 975 911 863

中学校 671 672 671 647 614 573 545

総計 1,863 1,814 1,744 1,683 1,589 1,484 1,408

増減 － ▲ 49 ▲ 70 ▲ 61 ▲ 94 ▲ 105 ▲ 76

割合　対R7 － 97.4 93.6 90.3 85.3 79.7 75.6
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５ 適正な学校規模 

義務教育段階の学校は、児童生徒の能力を伸ばしつつ、社会的自立の基礎、国家・社会の

形成者としての基本的資質を養うことを目的としています。このため、学校では、単に教科

等の知識や技能を習得させるだけではなく、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認

め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて思考力や表現力、判断力、問題解決能力な

どを育み、社会性や規範意識を身に付けさせることが重要です。 

そうした教育を十分に行うためには、一定規模の集団が確保されていることや、経験年数、

専門性、男女比等バランスの取れた教職員組織が不可欠であり、一定の学校規模を確保する

ことが重要となります。 

 

現在、国においては、一学級あたりの児童生徒数を小学校で 35 人以下、中学校で 40 人以

下とし、一つの学校における標準的な学級数を 12 学級から 18 学級（小学校では一学年あた

り２～３学級、中学校では４～６学級）としています。 

 しかし、本市においては、令和 7年度（2025年度）現在、通常学級のみで 12学級以上ある

学校は、市街地の大規模小学校１校に留まっており、他に本市を含む宗谷管内において、同

規模に達している学校はありません。 

また、小学校、中学校教育を一貫して行う義務教育学校※4においては、18 学級以上 27 学

級以下が標準とされています。 

 

いずれの学校種においても、前述の学級数を参考としながらも、地域事情への考慮が必要

となります。特に本市においては、南北に長い市街地の構造や宗谷・沼川地域の広域性と、

それに伴う通学時間などの地理的条件を鑑みて、学校を配置していかなければなりません。 

 

◆国が定める標準的な学校規模（学校教育法施行規則） 

 標準学級人数 学級数 

小学校 35人以下 12～18学級 

中学校 40人以下 12～18学級 

義務教育学校 前期課程 35人以下、後期課程 40人以下 18～27学級 

 

◆本市立学校の学級数 

 ２学級 ３学級 ５学級 ６学級 10学級 11学級 12学級 計 

小学校  ４校 １校 ２校 １校 １校 １校 10校 

中学校 １校 ２校  ３校    ６校 

※ 令和 7年度（2025年度）普通学級のみ。 

 

※4義務教育学校 

これまでの小学校及び中学校の９年間の教育活動を１つの運営組織のなかで系統的に整理し、連続性を持たせた指導を行う。

平成 28 年（2016年）の学校教育法改正により制度化された。（詳細は P.16 参照） 
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（１） 地域と一体となった学校運営 

本市では、令和７年度（2025年度）に全中学校区に学校運営協議会※５を設置し、地域が積

極的に学校運営に参画する体制が整い、コミュニティ・スクール※６が推進されています。 

学校規模の大小を問わず、地域と学校が子どもの教育に一体となって取り組むことで、「地

域の子どもを地域で育てる」という意識が一層醸成され、家庭の教育力の向上、ひいては地

域全体の教育力の向上が期待されます。 

児童生徒数の減少が避けられない現状において、学校や子どもの教育、更に学校を核とし

た地域づくりなどの課題を共有し、次代を担う子ども達の教育環境を第一に考えた学校の規

模や適正配置についても、議論を深めていかなければなりません。 

 

（２） 各地区の教育活動の特色、学校運営上の課題 

地   区 主 な 特 色 課   題 

【市街地】   

 北地区 

（小学校 1校、 

中学校 1校） 

・子育て運動の歴史が根付く地域と一体

となった学校づくり 

・令和９年度義務教育学校開校を目指し

た小中連携の多様な学習活動 

児童生徒数の減少（小中

全て学年１学級） 

 南地区 

（小学校 2校、 

中学校 1校） 

・南地区共通の目指す子ども像を共有し、

地域一体となった教育活動を推進 

・南地区 3校連携教育カリキュラム 

・学校運営協議会による活発な活動 

児童生徒数の減少（港小

は複式あり） 

校舎老朽化（港小、南中） 

 東地区 

（小学校 2校、 

中学校 1校） 

・小学校のオリジナルソーランや中学校

の合唱活動など独自の伝統ある取組 

・声問地区における稚内養護学校と連携

したノーマライゼーション推進 

児童生徒数の減少（１学

級学年の増加、声問小は

複式、欠学年あり） 

校舎老朽化（声小・東小） 

 潮見が丘地区 

（小学校 1校、 

中学校 1校） 

・幼保、小中、高等学校、大学が設置され

ている文教地区 

・学校運営協議会や PTA、支援ネットワー

ク等との積極的な連携体制 

児童生徒数の減少（１学

級学年の増加） 

校舎老朽化（潮小・中） 

【宗谷地区】 

（小学校 3校、 

中学校 1校） 

・地域産業である漁業を教材としたふる

さとに学ぶ産業教育やキャリア教育 

・地域や PTAとの積極的な連携体制 

・豊かな自然環境を活かした少人数教育 

富磯小、宗谷小の小規模

化（複式） 

校舎の老朽化（宗谷小、

大岬小） 

【沼川地区】 

（小中併置校 1校） 

・地域の様々な団体が関わる「カフェ天

北」での多世代交流 

・豊かな自然環境を活かした体験活動 

・小中連携の少人数教育 

児童生徒数の減少（小中

ともに複式） 

 

 

※5 学校運営協議会 

地域とともにある学校づくりを進めるため、保護者や地域住民が一定の責任を持って主体的に学校運営に参画し、目標や課

題の共有及び改善、児童生徒等の健全育成を目的として設置する組織。 

※6 コミュニティ・スクール 

  学校運営協議会を設置している学校。地域の声を学校運営に積極的に生かし、地域と一体となった特色ある学校づくりを進め

ていくことができる。 
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（３） 小中学校における小規模校のメリット、デメリット 

【メリット】 

 ① 一人ひとりへのきめ細やかな指導ができる  

  児童生徒の人数が少ないため、教師の目が届きやすい  

  学習状況や生活面の変化を早く把握できる  

  個に応じた指導（補充・発展）が行いやすい  

 ② 人間関係が深まりやすい  

  学年を超えた交流が生まれやすい  

  互いの個性を理解し合いやすい  

  教師と子ども、家庭との距離が近い  

 ③ 多様な役割を経験できる  

  行事や委員会活動などで、一人ひとりが活躍する場が多い  

  リーダーシップを経験する機会が増える  

 ④ 地域との結び付きが強い  

  地域住民との交流活動が行いやすい  

  学校が地域コミュニティの中心となりやすい  

【デメリット】 

 ① 多様な考え方や価値観に触れる機会が少ない  

  友人関係が固定化しやすい  

  人間関係や相互の評価等が固定化しやすい  

  切磋琢磨する機会が少なくなりやすい  

 ② 集団活動の幅が制限される  

  体育や部活動、合唱などで制約が生じやすい  

  グループ学習や習熟度別学習など多様な学習形態をとりにくい  

 ③ 教員配置の制約が大きい  

  教科担任制や専科指導が難しい場合がある  

  教員一人の負担が大きくなることがある  

  経験、教科、特性などの面でバランスのとれた配置が難しい  

 ④ 刺激や競争の機会が少なくなる場合がある  

  学習や活動における競い合いが生まれにくい  

  学習活動の活気が弱く感じられることもある  

 

【重要な視点】 

 小規模校は「個を伸ばしやすい環境」である一方、「多様な集団経験をどう補うか」が 

課題となる。そのため、学校間交流、ＩＣＴを活用した合同学習、地域との協働活動  

などにより、小規模校の良さを生かしながら課題を補う取り組みが進められている。 
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６ 学校区の大きさと通学距離（通学時間） 

児童生徒の通学距離は、法令において概ね小学校では４キロ以内、中学校は 6 キロ以内と

示されています。 

しかし、北海道内では大都市圏を含め、多くの市町村において児童生徒数の減少が進み、

適正規模の確保のため、市街地から離れた小規模校を中心とした統廃合が進んでいます。 

このため、統廃合になった地域の児童生徒は、公共交通機関やスクールバスによる通学を

行っていますが、統合先の学校から遠方に居住している児童生徒ほど、通学時間が長くなっ

てしまいます。 

このことは郡部地域においては、「学校規模の適正化」と「通学距離・時間」は相反する問

題であることを表しています。  

 

 

 

稚内中央小学校 

稚内中学校 

潮見が丘小学校 

潮見が丘中学校 

声問小学校 

稚内東小学校 

稚内東中学校 

稚内港小学校 

稚内南中学校 

稚内南小学校 

0 2km 4km 6km 
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 令和７年度（2025年度）現在、過去に学校が統廃合になった抜海地区、勇知地区、更喜苫

内地区、東浦地区及び天北地域内においては、スクールバスによる通学を行っています。 

 

 

 

大岬小学校 

宗谷中学校 

宗谷小学校 

富磯小学校 
小学校小学校 

天北小中学校 

●抜海地区から南小中学校まで 

約 12.1ｋｍ 

約 13 分 

●東浦地区から大岬小学校まで 

約 14.1ｋｍ 

約 14 分 

●更喜苫内地区から潮見が丘小

中学校まで 

  約 11.3ｋｍ  約 13 分 

●沼川地区の最遠隔地から天北

小中学校まで 

  約 11.3ｋｍ  約 13 分 

稚内東小学校 
小学校小学校 

稚内東中学校 
小学校小学校 

潮見が丘中学校 

小学校小学校 

潮見が丘小学校 
小学校小学校 

0 4km 2km 6km 
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７ 学校施設の建築年数 

本市では、耐震基準に合致するよう建て替え或いは耐震化工事を施してきており、令和７

年度（2025年度）に新築された稚内中学校の供用開始をもって、市内全ての小中学校で耐震

化が完了しています。 

学校施設の建築年数等は下記のとおりとなっていますが、建築から 50年を経過している学

校も複数存在し、外壁や屋根、内部設備などは適時、補修や入替を行ってきています。  

学校が小規模化している現状下にあって、建物更新にあたっては当該校のみならず、周辺

小中学校の児童生徒数の推移も考慮しながら、適切な学校規模となるよう学校配置を検討す

ることが必要です。 

 

学校名 建物名 建築年 学校名 建物名 建築年 

稚内中央小学校 校舎 Ｈ10 稚内中学校 校舎 R7 

 渡り廊下 Ｈ11  体育館 R7 

 体育館 Ｈ11  スカイウォーク R7 

稚内南小学校 校舎 Ｈ30  渡り廊下 R7 

 体育館 Ｈ29 稚内南中学校 校舎 S52 

稚内東小学校 校舎 H2  渡り廊下 S52 

 渡り廊下 S48  体育館 S53 

 体育館 S58  渡り廊下 S53 

 体育館トイレ

棟 

S58  格技場 S61 

声問小学校 校舎 S49 稚内東中学校 校舎 H25 

 体育館 S49  体育館 H25 

 特別教室棟 S59  渡り廊下 H23 

 多目的教室棟 H6 宗谷中学校 校舎 H12 

宗谷小学校 校舎 S63  体育館 H13 

大岬小学校 校舎 H1 潮見が丘中学校 校舎 S57 

 体育館 S57  体育館 S57 

富磯小学校 校舎 H22  特別教室棟 S58 

 体育館 S55 天北小中学校 校舎 S54 

稚内港小学校 校舎 S46  体育館 S54 

 体育館 S47  特別教室棟 H13 

潮見が丘小学校 校舎 S50  給食室 H13 

 体育館 S52    

 交流棟 S53    

 校舎 S56    

 校舎 S63    
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８ 学校適正配置方針 

（１）本市が目指す教育の方向性を重視 

  本市では、第５次稚内市総合計画を踏まえ、教育、学術及び文化の振興に関する総合的

な施策について、その目標や施策の根本となる方針「稚内市教育大綱」を定めています。 

  大綱では、二つ目の柱を「次代を担う人材の育成と地域とともにある学校づくりの推進」

とし、学校を中心に家庭と地域が力を合わせ、未来の稚内を創造する「わっかない人（び

と）」の育成を目指しており、学校の適正配置においても本大綱の内容を十分に踏まえる必

要があります。 
 

（２）義務教育９年間を一体的に捉えた小中一貫教育の推進 

 本市では、これまで小中一貫教育を重点として掲げ、中学校区ごとに推進してきました。 

９年間の義務教育を一貫して行う義務教育学校は、これまでの小中一貫教育の教育目標

を踏まえた中で制度化され、更なる推進が期待されており、令和９年度には、本市初とな

る義務教育学校が北地区に開校する予定です。 

今後は、児童生徒数減少による更なる学校規模の縮小や校舎の老朽化、教員の減少など

を踏まえながら適正な規模の学校を適正に配置するため、コミュニティ・スクールを核と

した義務教育学校の設置など、これまで推進してきた小中一貫教育を深化させ、地域の教

育力を活かした特色ある教育を推進することを基本とします。 
 

（３）まちづくりの視点を踏まえた学校の適正配置の推進 

  これからの学校の適正配置は、教育委員会の視点だけでなく、まちづくりや地域全体の

未来を考える視点が求められます。そのため、検討する際には市長部局とも連携し、総合

的な視点で考えていく必要があります。 

・公共交通（通学手段）、福祉、防災、財政、公共施設のあり方など多角的に検討 

・学校施設の改修・改築においては、社会体育施設やコミュニティセンターなど他の公

共施設との複合化・共用化を積極的に検討  
 

（４）適正規模・適正配置の考え方 

 本市においては、市街地校であっても、国が示す標準学級数（12学級以上 18学級以下）

の基準に適合しない状況にあり、児童生徒の教育環境の改善検討が急務となっています。 

 また、学校配置に関しては、児童生徒数や通学区域、地域コミュニティの状況のほか、

前述のとおり、本市の広域性や地域特性も十分に考慮する必要があります。 

 従って、望ましい学校規模の基準を踏まえつつ、児童生徒のより良い教育環境の確保に

つながるよう、統廃合や、通学区域の柔軟な見直し、義務教育学校や小規模特認校※7の設

置などを検討し、市内小中学校の適正配置を段階的に進めます。 

 

※7 小規模特認校 

通学区域制度の弾力的運用の一形態であり、従前の通学区域を基本としながら、特定の学校について、通学区域に関係なく、

当該の市町村内のどこからでも就学を可能とするもの。 
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 ＜稚内市における基準とする学校規模＞ 

市街地校 郡部校 
義務教育学校等 

小学校 中学校 小学校 中学校 

12～18学級 

 

６～12学級 

 

原則として欠

学年を生じる

ことなく 12 名

以上の児童を

引き続き確保

できること 

原則３学級以

上 

 

９学級以上 

 

 ※上記基準に達しないとき、または下回ることが確実な場合は、当該校児童生徒の保護者、

地域、学校運営協議会等を含めて、検討・協議を開始する。 

※検討・協議は、児童生徒の心身へ負担や地域の状況を考慮しながら、最善な教育環境を

整える視点で、教育効果が最大となるよう進める。 
 

（５）統廃合の検討にあたっての視点 

  本市は、面積 761.42平方キロメートルと、大きな行政区域のなかに学校や教育施設が点

在しています。本市の広域性とそれを前提とした現実的な通学手段の確保、学校の有無が

地域コミュニティに及ぼす影響を考慮した判断が求められます。 

学校の適正配置は、あくまでも児童生徒の教育条件の改善の観点を中心に据え、学校教

育の目的や目標をより良く実現するために行うべきものである、という最優先事項を全て

の関係者が理解した上で、学校を核とした地域社会の持続可能性を長期的な視点で捉え直

し、将来のビジョンを共有しながら「魅力ある学校づくり」に向けた協議・検討をしてい

かなければなりません。 
 

●学校規模・配置の適正化によって、 

児童生徒にとってのより良い教育環境を確保 

することを理解し、共有して協議を進める 

 ・地域ごとの様々な実情や課題を踏まえる 

 ・保護者や児童生徒、地域等の関係者との現状と課題・目指す姿の共有を図る 
 

●検討にあたっての主な確認・協議事項 

・児童生徒数の現状と今後の見込み 

・現在の規模・配置を継続した場合の教育環境とその課題 

・統合した場合の教育環境（統合先、通学等） 

・廃校舎活用（地域施設、社会教育施設などへの転用、民間活用） 

・統廃合に対する地域（児童生徒、保護者、地域）の合意、考えの一本化 

 

今後、本方針を踏まえた小中学校の適正規模・適正配置を推進するため、関係する団体・

組織や子ども達にも意見を聞きながら、具体的な実施方法や時期などを定めた計画を策定す

ることとします。 
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学校規模の標準を下回る場合の対応の目安 

【参考：文部科学省 公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き抜粋】 

◆小学校 

 

◆中学校 

 

学級数 規模の特徴 検討の要否

1～5学級
複式学級（欠学
年）が存在する
規模

学校全体の児童数や指導方法等にもよるが、一
般に教育上の課題が極めて大きいため、学校統
合等により適正規模に近づけることの適否を速
やかに検討することが必要

6学級
クラス替えがで
きない規模

学校全体及び各学年の児童数が少ない場合は特
に課題が大きい。このため、児童数の状況や更
なる小規模化の可能性、将来的に複式学級が発
生する可能性も勘案し、学校統廃合等により適
正規模に近づけることの適否を速やかに検討す
ることが必要。

7～8学級
全学年ではクラ
ス替えができな
い規模

学校全体及び各学年の児童数も勘案し、教育上
の課題を整理した上で、学校統合の適否も含め
今後の教育環境の在り方の検討が必要。今後の
児童数の予測も踏まえ、将来的に複式学級が発
生する可能性が高ければ、6学級に準じて速や
かな検討が必要。

9～11学級
半分以上の学年
でクラス替えが
できる規模

学校全体及び各学年の児童数も勘案し、教育上
の課題を整理した上で、児童数予測等を加味し
て今後の教育環境の在り方の検討が必要。

学級数 規模の特徴 検討の要否

1～2学級
複式学級（欠学
年）が存在する
規模

学校全体の生徒数や指導方法等にもよるが、一
般に教育上の課題が極めて大きいため、学校統
合等により適正規模に近づけることの適否を速
やかに検討することが必要

3学級
クラス替えがで
きない規模

学校全体及び各学年の生徒数が少ない場合は特
に課題が大きい。このため、生徒数の状況や更
なる小規模化の可能性、将来的に複式学級が発
生する可能性も勘案し、学校統廃合等により適
正規模に近づけることの適否を速やかに検討す
ることが必要。

4～5学級
全学年ではクラ
ス替えができな
い規模

学校全体及び各学年の生徒数も勘案し、教育上
の課題を整理した上で、学校統合の適否も含め
今後の教育環境の在り方の検討が必要。今後の
生徒数の予測も踏まえ、将来的に複式学級が発
生する可能性が高ければ、3学級に準じて速や
かな検討が必要。

6～8学級

全学年でクラス
替えができ、同
学年に複数教員
を配置できる規
模

学校全体及び各学年の生徒数も勘案し、学校規
模が十分でないことによる教育上の課題を整理
した上で、生徒数予測等を加味して今後の教育
環境の在り方の検討が必要。

9～11学級

全学年でクラス
替えができ、同
学年での複数教
員配置や免許外
指導の解消が可
能な規模

教育上の課題が生じているかを確認した上で、
生徒数予測等を加味して今後の教育環境の在り
方の検討が必要。

資  料 
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【用語解説】 

P.1 

※1 ＩＣＴ（information and communication technology） 

情報通信技術。教育場面においては、電子教材を活用した授業の実践やコンピュータによ

る情報管理などが考えられる。１人１台端末や高速通信環境を整備し活用することにより、

児童生徒の学習への興味・関心を高め、分かりやすい授業を実践する上で効果的である。 

※2 ＡＩ（artificial intelligence） 

人間の認知、推論及び判断に係る知的な能力を代替する機能を実現するための技術やプロ

グラム。既存情報を大量に学習し、それらを基 に計算原理に従って有用性の高い出力をする

ことが可能であり、教育分野においても様々な利活用が考えられる。 

P.2 

※3 免許外教科担任制度 

中学校、高等学校等において、特定の教科の免許状を保有する教師が採用できない場合の

例外として、１年以内の期間に限り、都道府県教育委員会の許可により、当該教科の免許状

を有しない教師が当該教科を担任する制度。 

P.7 

※4 義務教育学校 

 これまでの小学校及び中学校の９年間の教育活動を、１つの運営組織のなかで系統的に整

理し、連続性を持たせた指導を行う。平成 28年（2016年）の学校教育法改正により新たな学

校の種類の一つとして制度化。既存の小学校及び中学校の基本的な枠組みを残したまま小中

一貫教育を行う「小中一貫型小学校・中学校」とは異なり、新教科等の創設や学年段階間･学

校段階間での指導内容の入れ替え等、一貫教育の実施に必要な教育課程上の特例を設置者の

判断で実施することが認められる。９年の教育課程において「４−３−２」や「５−４」などの

柔軟な学年段階の区切りを設定することが可能。小学校課程から中学校課程への移行時にお

いて、より円滑な接続が図られ、いわゆる中１ギャップの解消が図られる。 

P.8 

※5 学校運営協議会 

 地域とともにある学校づくりを進めるため、保護者や地域住民が一定の責任を持って主体

的に学校運営に参画し、目標や課題の共有及び改善、児童生徒等の健全育成を目的として設

置する組織。 

※6 コミュニティ・スクール 

 学校運営協議会を設置している学校。地域の声を学校運営に積極的に生かし、地域と一体

となった特色ある学校づくりを進めていくことができる。 
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【用語解説】 

P.13 

※7 小規模特認校 

 通学区域制度の弾力的運用の一形態であり、従前の通学区域を基本としながら、特定の学

校について、通学区域に関係なく、当該の市町村内のどこからでも就学を可能とするもの。

少人数での教育の良さを活かしたきめ細やかな指導・特色ある教育を展開することができる

学校で、1977年に札幌市が導入し、現在では、全国の多くの市町村で導入している。 

 

教育問題懇話会 

● 委員名簿 

  氏  名 備  考  

 １ 会 長 遠藤 孝夫 育英館大学 教授  

 ２ 副会長 川原 修子 稚内市校長会 会長  

 ３ 委 員 小棚木 秀行 稚内市公立学校教頭会 会長  

 ４ 〃 出村 賢志 稚内市連合父母と先生の会 会長  

 ５ 〃 石井 和雄 北地区学校運営協議会 会長  

 ６ 〃 伊藤 弘喜 南地区学校運営協議会 会長  

 ７ 〃 丸山 勇 東地区学校運営協議会 会長  

 ８ 〃 木村 芳則 潮見が丘地区学校運営協議会 会長  

 ９ 〃 徳田 晃一 宗谷沿岸地区学校運営協議会 会長  

 10 〃 佐々木 隆宣 天北地区学校運営協議会 委員  

 

● 開催履歴 

 １ 令和 7年 

12月 17日 

第１回  諮問 

・現在の学校再編方針及び実施計画について 

・新たな学校再編方針及び実施計画について 

・今後のスケジュール 

 

 ２ 令和 8年 

1月 21日 

第２回 ・国の方針について 

・本市独自の特別に配慮するべき事項について 

・様々な学校形態について 

 

 ３ 令和 8年 

2月 18日 

第３回 ・学校再編方針 たたき台について  

 ４ 令和 8年 

3月 4日 

第４回 ・学校再編方針 素案について  

 ５ 令和 8年 

3月 25日 

第５回 ・学校適正配置方針 案について  

 ６ 令和 8年 

3月 30日 

 答申  
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